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自治体との連携

地方自治体と連携することで、

地域活性化や社会貢献を実現。

これにより地域の課題解決に寄与

しながら、企業の信頼性を向上さ

せることが可能。

CSRや活動の一環

企業版ふるさと納税は、CSR（企

業の社会的責任）活動やSDGsの

一環としても位置づけられる。

地域貢献を通じて、企業自身のブ

ランド価値を高める効果がある。

寄付の仕組み

企業版ふるさと納税は、企業が自

治体に寄付を行うことで、法人税

や住民税、事業税から最大9割の

税控除を受けることができる。

これにより、企業はコストを抑え

て地域貢献が可能となります。

企業版ふるさと納税とは？

企業が地方自治体に寄付することで、多くの税控除を受けられる。
地域貢献とブランド価値を高める。





自治体との連携を通じて、新たなビジネスチャンスを創出する支援も行う。

地域との関係強化は、将来的な事業展開に役立つ。

04 事業機会創出

寄付後は、企業の社会貢献を広報活動でアピール。

メディアへの情報発信やイベント参加の機会を通じて、企業のイメージを向上させる。

03 PR支援

寄付手続きは煩雑だが、申請や書類作成を全面的にサポートすることで、企業は安心して寄付を行うこ

とができる。

02 手続きサポート

COMMON株式会社では、企業のニーズに応じて最適な自治体とプロジェクトを選定。

地域の特性を理解し、企業が貢献できる分野を提案。

01 最適な選定

COMMON株式会社が提供するサポート

我々はCOMMON株式会社は企業版ふるさと納税に関する手続きを
幅広くサポートし、寄付後のPR活動も支援。



自治体との関係が強化されることで、新規事業の機会が広がる。

公民連携を通じて地域活性化に寄与しつつ、ビジネスとしての成長も期待できる。

ネットワークの構築03 /

社会貢献活動を通じて、企業のブランディング効果を高めることができる。

地域の人々に信頼される存在となり、企業のイメージアップにも繋がります。

PR‧ブランディング効果02 /

最大9割の税控除が受けられるため、法人税や住民税、事業税の負担を大きく軽減。

このため、企業は実質的な負担を抑えた形で地域貢献が可能。

税控除のメリット01 /

企業にとってのメリット

企業版ふるさと納税は、大きな税控除と
ブランディング効果を享受できる優れた制度。



税控除について



ベネフィット例〜泉佐野市の場合〜

自治体によってベネフィットは異なります。



地域防災センター建設事業

大阪府守口市では、市の防災センター建

設費用を企業版ふるさと納税を活用。

企業版ふるさと納税を利用し、地域にお

ける防災意識を高めることに成功。

地域課題解決、地域活性

プロジェクト

泉佐野市では、企業の寄付により全国の

こども食堂の支援やeスポーツによる地

域活性事業を行っている。

寄付企業は、プロジェクトに参加するこ

とでさらなるPR機会を獲られる。

活用事例

企業版ふるさと納税を活用した自治体の取り組み例とマッチング先



03
申請‧手続き

寄付先が決まったら、申請手続きや書類の作

成を代行。これにより、企業は手間をかけず

に寄付を行うことができる。

02
寄付先の提案

ヒアリングをもとに、最適な自治体やプロジ

ェクトを提案。企業の目的に合った寄付先を

選ぶことが重要。

01
ヒアリング

まず、企業のニーズや希望をしっかりとヒアリ

ング。どのような地域貢献を希望するか、具

体的な要望を確認。

05
PR支援

最後に、寄付の成果を広報活動として発信。

地域貢献活動をアピールすることで、企業の

社会的イメージが向上。

04
税制優遇の適用

手続きが完了すると、税制優遇が適用。

最大9割の控除を受けることで、企業の負担が

軽減。

参加の流れ

企業版ふるさと納税への参加は簡単で、明確なステップがある。


